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はじめに 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災は、想定をはるかに超える巨大

な地震・津波の発生により未曾有の被害をもたらしました。一方で、近い将来発

生が懸念されている南海トラフを震源とする大地震や、大型化する台風、降雨の

局地化、集中化、激甚化による大規模な風水害や土砂災害の発生も懸念されてい

ます。 

こうしたことから、国においては、「強くしなやかな国民生活の実現を図るた

めの防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（平成 25 年 12 月 11 日公布・施

行）に基づき、平成 26 年 6 月に国土強靱化基本計画が策定され、政府一丸とな

って、強靱な国づくりが計画的に進められています。また、平成 30 年 12 月には

この計画の見直しが行われ、国土強靱化に関する施策の加速化・深化が図られて

いるところです。 

愛知県においては、日本の三大都市圏の一角をなしているとともに、モノづく

りを中心とした産業集積、国内外との物流ネットワークの要、高速鉄道網の結節

点といった、社会にとって重要な機能が集中しており、これらの機能を維持する

ことは、県のみならず国全体にとっても重要な課題であることから、平成 27年 8

月に「愛知県地域強靱化計画」を策定しました。 

本市では、平成12年９月の東海豪雨の被害を教訓とした防災・減災対策に取り

組んできました。本年は、世界規模で感染が拡大している新型コロナウイルス感

染症による未曾有の危機を乗り越えるため、地域が一体となって対策に取り組

んでいます。 

今後、いつ起きるか予測できない南海トラフを震源とする大地震や台風等の

大規模自然災害から市民の生命・財産を守り、災害の発生時にも機能不全に陥ら

ず、いつまでも元気であり続けられるように、本市の強靱化に関する指針となる

「大府市地域強靱化計画」を策定しました。 

本計画を基本として、国、県、市のほか、地域や民間団体、市民とも連携しな

がら総合的、計画的な強靱化の取組を強力に推進してまいります。

令和２年９月 

大府市長 岡村秀人 
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第１章 計画の策定趣旨、位置付け 

１ 計画の策定趣旨 

平成25年12月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」が公布・施行さ

れ、平成26年６月には基本法に基づき、国土強靱化に関する国の他の計画等

の指針となる「国土強靱化基本計画（以下「基本計画」という。）」が策定

されました。 

また、愛知県においても平成27年８月に「愛知県地域強靱化計画」が策定

されました。今後は本市においても、国全体の国土強靱化政策や愛知県の強

靱化に関する施策との調和を図りながら、国や近隣自治体、民間事業者など

の関係者相互の連携のもと、大規模自然災害が起きても機能不全に陥らず、

いつまでも元気であり続ける「強靱な地域」をつくりあげるために、本市の

強靱化に関する指針となる「大府市地域強靱化計画（以下「本計画」とい

う。）」を策定し、取組を推進していきます。 

２ 計画の位置付け等 

（１）対象とする区域

本計画の対象区域は、大府市全域とします。ただし、広域にわたる大規模

自然災害が発生した場合は、広域連携が必要となることから、国、愛知県、

近隣自治体等との連携・協力を考慮した内容とします。 

（２）計画の位置付け、計画の期間

本計画は、基本法第13条に基づく国土強靱化地域計画として策定するもの

で、基本計画と調和を保ちつつ、愛知県地域強靱化計画との連携・役割分担

を図ります。 

また、本計画は、本市の最上位の計画である「第６次大府市総合計画」を

基調とし、災害に対処するための基本計画である「大府市地域防災計画」な

どとの連携を図りながら、本市における国土強靱化施策を推進するための計

画として位置付けるもので、計画期間は令和２年度から令和12年度までとし

ます。  
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第２章 大府市の地域特性等 

1 大府市の地域特性 

（１）地理 

名古屋市の南東部に隣接して位置し、市の東部では三河と接しています。ま

た、知多半島の北部に位置するため、名古屋・三河・知多の交通結節点になっ

ています。なだらかな丘陵地帯が広がっており、丘陵地の標高は概ね20～50ｍ、

平地部は10～20ｍ前後です。中小の河川が多く、大高川流域（共和町の一部）

を除く全ての河川が境川流域となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大府市公式ウェブサイト「おおぶスタイル」 

 

（２）人口の見通し 

  本市の人口は、第６次大府市総合計画において、社会全体が人口減少に転じ

ている中にあっても、緩やかに増加しており、今後もしばらくはその水準が維

持される見通しであるため、令和12年度の計画人口を100,000人としています。 
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また、近年、外国人人口が急速に増加しており、平成30年度（2018年度）末

では５年前と比較して約1.5倍の2,789人、総人口に占める割合は約３％となっ

ており、今後も増加の傾向が続く見通しとしています。 

 

 

資料：第６次大府市総合計画 
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（３）都市計画 

行政区域は3,366haで、全域が都市計画区域として指定されています。市街

化区域は1,338ha（平成31年３月29日時点）で、土地区画整理事業は、このう

ちの約31％にあたる414.5haが施行済み又は施行中です。総人口に占める市街

化区域内の人口割合は約83.7％（平成31年４月１日時点）となっています。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大府市都市計画図（令和２年３月） 
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（４）産業特性 

農業については、名古屋市など多くの人口を抱えた消費地に隣接しており、

消費者と直結した農業を展開できる立地条件を備えています。その立地条件を

生かして、特産品である、ぶどう、梨、木の山芋などを始め、水稲、キャベツ、

たまねぎなどが生産されています。 

工業については、高速道路や主要国道の結節点であるという良好な交通網を

有していることから、工場などのニーズが非常に高い状況にあり、これまで新

江（横根町）や木の山地区（共和町）などにおいて工業団地を誘致してきまし

た。また、ウェルネスバレー構想の実現に向けて、国立長寿医療研究センター

を始めとした関係機関との連携を強化し、認知症予防など関係機関が有する強

みを生かしたヘルスケア産業の創出と集積に向けて取り組んでいます。 

  商業については、駅周辺はまち全体の印象を左右するため、魅力ある居住空

間の形成とともに、にぎわいを創出するための取組が求められており、「大府

市空き店舗等利活用補助金」を創設し、駅周辺の空き店舗などの利活用を促し

ています。また、大府市健康にぎわいステーション「ＫＵＲＵＴＯおおぶ」を

中心に効率的かつ効果的な観光ＰＲの取組や、地域資源を活用したイベントな

ど、着地型観光を推進しています。 

 

（５）公共施設等の老朽化 

大府市公共施設等総合管理計画（平成29年２月）では、市内の公共建築物は、

110施設で、総延床面積は約25 万㎡となっています。このうち、小学校、中学

校、保育園は、昭和40年～50年代に集中的に建築されたものが多く、施設本体

や付属設備の老朽化が進行しています。インフラ施設では、市道延長は約480

㎞、橋梁が184橋となっており、汚水・雨水管、上水管路については、一般的

な耐用年数とされる40～50年目を迎えるものもみられます。 

公共施設は、災害時には避難所や避難場所として利用されるなど、地域の防

災拠点としても重要な役割を担っており、防災拠点としての機能の強化を図っ

ていく必要があります。 
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２ 大府市に影響を及ぼす大規模自然災害 

（１）想定するリスクの考え方 

本計画で想定するリスクは、大規模自然災害を基本としており、災害の規

模等を限定するものではありません。一方で、本市の強靱化の現状と課題を

把握して推進すべき施策を設定するうえでは、地震・津波や高潮などの具体

的な被害想定等も参照し、具体的な被害想定等がない災害については、過去

の災害事例を参考としています。 

 

（２）地震・津波により想定される被害 

東日本大震災の発生を受けて、愛知県が実施した「愛知県東海地震・東南

海地震・南海地震等被害予測調査」では、南海トラフで繰り返し発生する大

規模な海溝型地震として、過去地震最大モデルと理論上最大想定モデルの異

なる２つの地震・津波モデルによる被害を想定しています。想定時間帯につ

いては、生活行動が反映できるよう、冬深夜５時、夏昼12時、冬夕方18時を

設定しており、被害想定が最大となる時間帯は、建物被害は冬夕方18時、人

的被害は冬深夜５時のケースとなります。 

 

過去地震最大モデル  

過去に発生したことが明らかで規模の大きい宝永地震、安政東海地震、安

政南海地震、昭和東南海地震、昭和南海地震の５地震を重ね合わせたモデ

ル。愛知県の地震・津波対策を進めるうえで軸となる想定として位置付けら

れるもの。 

 

理論上最大想定モデル  

あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波を想定したモデル。主

として「命を守る」という観点で補足的に参照するもの。 
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【被害想定】 

地震の区分 過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル 

最大震度 ６強 ７ 

津波浸水面積 

（浸水深１㎝以上） 

 

８ha 

 

９ha 

資料：愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査結果 

              愛知県防災会議地震部会 （平成26年５月） 

 

 

【建物被害・人的被害】 

区分 過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル 

建物被害 

（全壊・消失

棟数） 

 

冬夕方18時 

風速５m／s 

揺れ 約900棟 約2,800棟 

液状化 ＊ ＊ 

浸水・津波 ＊ ＊ 

急傾斜地崩壊

等 

＊ ＊ 

火災 約300棟 約800棟 

人的被害 

（死者数） 

 

冬深夜５時 

風速５m/s、

早期避難率低 

建物倒壊 約40人 約200人 

浸水・津波 ＊ ＊ 

急傾斜地崩壊

等 

＊ ＊ 

火災 ＊ 約10人 

 ＊：被害わずか  

資料：愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査結果 

                愛知県防災会議地震部会 （平成26年５月） 
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【ライフライン機能支障】 

ライフライン機能支障（発災１日後、冬夕方18時発災） 

過去地震最大モデル 

ライフライン被害 被害の想定結果 

上水道 断水人口 約80,000人 

下水道 機能支障人口 約56,000人 

電力 停電軒数 約38,000軒 

固定電話 不通回線数 約9,500回線 

携帯電話 停波基地局率 約81％ 

都市ガス 復旧対象戸数 約16,000戸 

ＬＰガス機能支障世帯数 約1,800世帯 

資料：愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査報告書（平成26年３月） 

 

①震度分布 

過去地震最大モデル 理論上最大想定モデル（陸側ケース） 

  

広範囲にわたり震度６弱以上の揺れが

想定され、一部の地域では震度６強の

揺れが想定されています。 

ほぼ全域で震度６強の揺れが想定さ

れ、一部の地域では震度７の揺れが想

定されています。 
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②液状化危険度分布 

平成25年度に液状化調査を実施し、可能性が高いエリアは全体の約18％、

可能性がやや高いエリアは約10％、可能性が低いエリアは約16％、可能性が

極めて低いエリアは約56％とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大府市液状化調査委託報告書（平成26年１月） 
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③津波浸水想定域と最大浸水深分布及び津波災害警戒区域 

平成26年11月26日公表の愛知県津波浸水想定では、地震の揺れにより境川

の堤防が沈下し、遡上する津波が境川の堤防を越水することで、大東町の一

部で浸水が想定されています。 

愛知県は令和元年７月30日に津波浸水想定において、最大クラスの津波に

より浸水が想定された区域を津波災害警戒区域として指定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県津波浸水想定（平成 26 年 11 月 26 日公表） 

資料：津波災害警戒区域（令和元年７月 30 日 愛知県指定） 

基準水位の単位：ｍ 
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（３）豪雨・台風による過去の被害と想定される被害 

近年、短時間豪雨の発生回数が全国的に増加傾向にあるなど、雨の降り

方は局地化、集中化しています。愛知県内においても、１時間あたりの降

水量50ｍｍ以上の雨は過去30年間ほぼ毎年観測されており、その観測日数

は増加傾向にあります。また、深刻な被害が予想される時間降水量80ｍｍ

以上の雨は、平成９年（1997年）、平成12年（2000年）、平成21年（2009

年）、平成25年（2013年）に１日ずつ、平成20年（2008年）には２日観測

されています。 

 

※過去30年間において、愛知県内のいずれかのアメダス観測地点において短時間豪雨が観測さ

れた日数をグラフ化。（時間降水量80ｍｍ以上の雨を観測した年は、棒グラフを青色で表示）                   

資料：愛知県地域強靱化計画 

 

 ①洪水・内水 

 平成12年９月に発生した未曾有の降雨（東海豪雨）により、市内各所で甚

大な浸水被害に見舞われ、二級河川区間の破堤や市域外からの氾濫流の流入

により、市域での総湛水量は630万㎥にも達していることが推算されまし

た。 
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1997年10月6日

田原にて80㎜/h

2000年9月11日

東海にて114㎜/h

2008年8月28日
一宮にて120㎜/h
2008年8月29日
岡崎にて146.5㎜/h
2009年10月8日
東海にて83.5㎜/h

2013年9月16日

小原にて96㎜
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東海豪雨を教訓として、同規模程度の降雨が発生しても被害を最小限に止

めるための「大府市総合排水計画（平成13年9月）」を策定し、河川・水路の

改修を進めるとともに、境川が「特定都市河川流域」に指定されたことによ

り「特定都市河川浸水被害対策法」に則り、雨水流出抑制対策に取り組んで

います。また、東海豪雨浸水実績地域と洪水ハザードマップは大府市防災ガ

イドブック（令和７年３月）にまとめ、全戸配布により浸水害の危険箇所を

周知しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：東海豪雨浸水実績図 
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②高潮 

愛知県は水防法の規定に基づき、令和３年６月11日に愛知県高潮浸水想定

区域を指定し、公表しています。本市では、境川沿岸において高潮による浸

水被害の発生が想定されています。 

 

 

③土砂災害 

愛知県が指定している土砂災害警戒区域は、本市に22箇所（令和３年６

月）あります。土砂災害は豪雨や台風のみならず、地震等によっても引き起

こされることにも留意する必要があります。土砂災害の危険箇所について

は、大府市防災ガイドブックにまとめ、全戸配布により周知しています。 

 

（４）その他の大規模自然災害による被害 

①異常渇水により想定される被害 

短時間豪雨の発生回数が全国的に増加傾向にある一方で、年間の降水の日

数は逆に減少しており、毎年のように各地で取水が制限される渇水が生じて

います。また、将来においても無降水日数の増加や積雪量の減少による渇水

の増加が予測されており、地球温暖化に伴う気候変動により、渇水が頻発

資料：高潮浸水想定区域図（令和３年６月 11 日 愛知県指定） 
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化、長期化、深刻化し、さらなる渇水被害が発生することが懸念されていま

す。 

平成６年の渇水では、愛知用水の水源である牧尾ダムと阿木川ダムが枯渇

し、本市を含む知多半島等の21市町で実施された上水道の時間給水（最長19

時間断水）など、大きな影響がありました。 

現在、愛知用水の水源としては、牧尾ダム、阿木川ダムに加えて、平成８

年に完成した味噌川ダムがあります。平成17年の渇水では、これら水源の有

効利用が図られるとともに、緊急的に長良川河口堰を水源とした上水道の給

水を行いました。 
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第３章 大府市の強靱化の基本的な考え方 

１ 計画の基本目標 

基本法第 14 条において、本計画は、「国土強靭化基本計画との調和が保た

れたものでなければならない」と規定されており、基本計画及び愛知県地域強

靱化計画や基礎自治体の役割などを踏まえ、以下のとおり基本目標を設定し

ます。 

 

① 人命の保護が最大限図られる。 

② 地域及び社会の重要な機能を維持する。 

③ 市民の財産及び公共施設、産業・経済活動に係る被害をできる限り軽減

する。 

④ 迅速な復旧復興を可能とする。 

 

２ 強靱化を進める上での留意事項 

基本計画で示されている「基本的な方針」を踏まえ、「本市の強靭化を進め

る上での留意事項」を以下のとおりまとめ、取組を進めていくこととします。 

 

① 強靱性を損なう本質的原因をあらゆる側面から検証する。 

② 短期的な視点によらず、長期的な視点を持って取り組む。 

③ ソフト対策とハード対策を効果的に組み合わせ、総合的に取り組む。 

④ 女性、高齢者、子ども、障がい者、外国人等に配慮する。 

  

16



第４章 大府市の脆弱性評価と強靱化の推進方針  

１ 脆弱性の評価  

（１）事前に備えるべき目標と起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ)

設定  

基本目標を達成し、本市を強靱化するために必要な事項を明らかにし、脆弱

性評価を行い、本市の強靱化の現状と課題を示します。  

脆弱性評価にあたり、愛知県地域強靱化計画をもとに、本市の地域特性等を

踏まえ、項目の追加や削除、表現の修正を行い、８つの「事前に備えるべき目

標」と 35 の「起きてはならない最悪の事態」（リスクシナリオ）を設定しまし

た。  

  

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）  

1  直接死を最大限防

ぐ 

1－1  住宅・建築物・交通施設等の複合的・大規模倒壊

や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の

死傷者の発生 

1－2  密集市街地や不特定多数が集まる施設における

大規模火災による多数の死傷者の発生 

1－3  突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水に

よる多数の死傷者の発生 

1－4  土砂災害等による死傷者の発生  

2 2 救助・救急、医療活

動等が迅速に行わ

れるとともに被災

者等の健康・避難

生活環境を確実に

確保する 

2－1  被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に

関わる物資・エネルギー供給の停止 

2－2  

  

自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急

活動等の絶対的不足  

2－3  想定を超える大量の帰宅困難者の発生による都

市の混乱 

2－4  医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ル

ートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機

能の麻痺 

2－5  被災地における疫病・感染症等の大規模発生  
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2－6  劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多

数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

3  必要不可欠な行政

機能は確保する 

3－1  被災による警察機能の大幅な低下等による治安

の悪化、社会の混乱  

3－2  市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

4  必要不可欠な情報

通信機能・情報サー

ビスは確保する  

4－1  防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機

能停止  

4－2  テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必

要な者に伝達できない事態  

4－3  災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情

報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援

が遅れる事態 

5  経済活動を機能不

全に陥らせない 

5－1  サプライチェーンの寸断等による企業の生産力

低下  

5－2  エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サ

プライチェーンの維持への甚大な影響 

5－3  基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・

人流への甚大な影響 

5－4  食料等の安定供給の停滞  

5－5  異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動

への甚大な影響 

6  ライフライン、燃料

供給関連施設、交通

ネットワーク等の

被害を最小限に留

めるとともに、早期

に復旧させる 

6－1  電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）

や都市ガス供給、石油・LP ガスサプライチェー

ン等の長期間にわたる機能の停止 

6－2  上水道等の長期間にわたる機能停止  

6－3  汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6－4  交通インフラの長期間にわたる機能停止  
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7  制御不能な複合災

害・二次災害を発生

させない 

7－1  地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多

数の死傷者の発生 

7－2 沿線・沿道の建築物倒壊に伴う閉塞、地下構造物

の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺 

7－3  排水機場等の防災施設、ため池等の損壊・機能不

全や堆積した土砂の流出による多数の死傷者の

発生 

7－4  有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 

7－5  農地・森林等の荒廃による被害の拡大  

8  社会・経済が迅速か

つ従前より強靱な

姿で復興できる条

件を整備する 

8－1  大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により

復興が大幅に遅れる事態  

8－2  復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、

労働者、地域に精通した技術者等）の不足、より

良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興

できなくなる事態 

8－3  被災者の住居確保等の遅延による生活再建の遅

れ  

8－4  貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニ

ティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損

失 

8－5  事業用地の確保、仮店舗・仮事業所等の整備が進

まず復興が大幅に遅れる事態 

8－6 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 
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（２）施策分野（個別施策分野と横断的分野）の設定  

愛知県地域強靱化計画において設定された施策分野をもとに、項目の追加

や統合、表現の修正を行い、10 の個別施策分野及び４の横断的分野を設定し

ました。   

個別施策分野  横断的分野  

① 行政機能／警察・消防等／防災教

育等 

① リスクコミュニケーション  

② 住宅・都市  ② 人材育成  

③ 保健医療・福祉  ③ 産学官民・広域連携  

④ エネルギー  ④ 老朽化対策 

⑤ 情報通信   

⑥ 産業構造  

⑦ 交通・物流  

⑧ 農業  

⑨ 環境  

⑩ 土地利用 
 

 

  

（３）脆弱性評価結果  

国が実施した評価手法や「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」を参考に、

本市における脆弱性の分析・評価を実施しました。  

ここで、リスクシナリオごとの達成度･進捗の把握にあたっては、リスクシ

ナリオとの関連性や客観性等に着目して、リスクシナリオごとに重要業績指

標 （ＫＰＩ: Key Performance Indicator）を選定しました。 
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２  推進すべき施策の方針 

（１）リスクシナリオごとの施策の推進方針 

前節（３）で整理したリスクシナリオごとの脆弱性評価の結果を踏まえた

推進方針は次のとおりです。これらの強靱化施策の推進にあたっては、リス

クシナリオごとの強靱化施策が横断的な施策群であり、いずれも、複数の主

体が連携して行う取組により一層効果が発現することを踏まえ、関係者間で

重要業績指標等の具体的数値指標に関係するデータを共有するなど、推進方

針に掲げた目標の実現に向けて実効性・効率性が確保できるよう十分に留意

することとしました。 

 

取組主体の種類  

【市】大府市  

【地域】市民、自主防災組織など 

【民間】事業者、民間団体など 

【国・県】中部地方整備局などの地方行政機関 、愛知県（県警本部含む） 

 

目標１ 直接死を最大限防ぐ 

１－１ 

住宅・建築物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設

の倒壊による多数の死傷者の発生 

A 住宅・建築物等の耐震化  

○住宅・建築物の耐震化促進のため、耐震化の必要性の啓発、無料耐震診断

や耐震改修、シェルター設置、ブロック塀除却等の補助等による施策を推進

する。【市・地域・民間】  

B 公共施設の耐震化・老朽化対策の推進  

○保育施設、高齢者施設、学校施設等の安全性の向上を図るために、施設の

耐震化・老朽化対策を推進する。【市】 

○公共施設等の非構造部材の落下防止対策を推進する。【市】 

〇小中学校施設の防災機能強化事業を実施する。【市】 

C 不特定多数の者が利用する建築物の耐震化の促進 

21



○不特定多数の者が利用する建築物や、防災上重要な建築物の耐震化向上を

図るために、耐震化の必要性を啓発する。【市】 

D 大規模盛土造成地対策の促進 

○滑動崩落のおそれがあると判断された大規模盛土造成地の宅地耐震対策を

促進する。【市・地域・民間】 

重要業績指標 

○旧耐震民間住宅耐震化率 

 現状：86.4%【H27】   目標：95%【R2】 

・大府小学校 エレベーター設置工事【R6 完了】 

・大府小学校 廊下間仕切壁改修工事Ⅱ期【R6 完了】 

・北山小学校 廊下間仕切壁改修工事Ⅱ期【R6 完了】 

・神田小学校 図書室・校長室・PC 室空調設備更新工事【R6 完了】 

・北山小学校  図書室空調設備更新工事【R6 完了】 

・共長小学校 北館東・西外壁改修工事【R6 完了】 

・石ヶ瀬小学校 エレベーター設置工事【R6 完了】 

・８小学校 床段差解消工事【R6 完了】 

・大府西中学校 廊下間仕切壁改修工事【R6 完了】 

・大府西中学校 図書室空調設備更新工事【R6 完了】 

・大府北中学校 図書室空調設備更新工事【R6 完了】 

・大府北中学校 門扉取替工事【R6 完了】 

・４中学校 床段差解消工事【R6 完了】 

・大府小学校 ブロック塀改修工事【R7 完了】 

・神田小学校 門扉整備工事【R7 完了】 

・大府小学校、石ヶ瀬小学校 防火設備改修工事【R7 完了】 

・北山小学校 エレベーター改修工事【R7 完了】 

・共長小学校 南館外壁改修工事【R7 完了】 

・吉田小学校 受水槽、高架水槽、ポンプ、配管等改修工事【R7 完了】 

・大府西中学校 高圧受電設備更新工事【R7 完了】 

・大府小学校 体育館長寿命化改良工事【R8】 
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・大府小学校 理科室空調設置、給食室空調更新工事【R8】  

・大東小学校 理科室空調設置工事【R8】 

・神田小学校 理科室空調設置工事【R8】 

・北山小学校 理科室空調設置、事務室空調更新工事【R8】 

・東山小学校 理科室空調設置、音楽室・給食室空調更新工事【R8】 

・共和西小学校 理科室空調設置、保健室・会議室・特別支援学級空調更新

工事【R8】 

・共長小学校 理科室空調設置、ランチルーム・給食室空調更新工事【R8】 

・吉田小学校 理科室空調設置、給食室空調更新工事【R8】 

・石ヶ瀬小学校 理科室空調設置、高学年図書室・会議室・音楽室１，２・

特別支援学級・給食室空調更新工事【R8】 

・大府中学校 音楽室１，２・PC 室空調更新工事【R8】 

・大府西中学校 職員室・校長室・ほっとルーム・給食室空調更新工事

【R8】 

・大府北中学校 トイレ改修工事Ⅰ期、屋外トイレ改修工事【R8】 

・大府南中学校 視聴覚室、給食室空調更新工事【R8】 

 

１－２ 

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷

者の発生 

A 不特定多数の者が利用する建築物等の防火・耐火対策 

○建物の防火・耐火性能を保持するため、定期的な施設及び設備の安全点検

を実施する。【市・民間】 

B 火災に強いまちづくりの推進 

○避難・延焼遮断空間の確保と狭あい道路の解消のために、道路・公園等の

公共施設の整備を推進する。【市】（７－１掲） 

○倒壊や火災の危険性のある空家等に対し、適正管理及び除去等を推進す

る。【市・地域】 （７－１、７－２掲） 

○公園は、地震時や大規模火災時の避難場所として活用されることから、老

朽化した施設の更新を推進する。【市】 
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重要業績指標 

○大府横根平子土地区画整理事業進捗率 

 現状：18.8％【R1】   目標：100％【R11】 

○大府北山特定土地区画整理事業進捗率 

 現状：2.9％  【R1】   目標：100％【R10】 

○火災予防査察件数 

 現状：378 件 【R1】   目標：450 件【R12】 

○駅周辺立体自転車駐車場整備箇所数 

 現状：0箇所【R6】  目標：1箇所【R8】 

 

１－３ 

突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

A ハザードマップの作成・周知・啓発 

○浸水想定区域図が公表された場合、早期に洪水ハザードマップを作成し、

市民への周知・啓発をする。【市】 

○浸水想定区域内の要配慮者利用施設における避難確保計画の策定、避難訓

練の実施を推進する。【市・地域・民間】 

B 雨水対策の推進 

○市街地における浸水対策施設の整備をする。【市】 

○雨水貯留浸透施設設置の支援を推進する。【市・地域】 

○市街地における雨水排除を図るため、下水道施設の新設・改築又は適切な

維持管理を行う。【市】 

重要業績指標 

○治水対策量の達成率 

 現状：60.3％【R1】   目標：72％【R12】  

・江端雨水ポンプ場 改築更新事業【R4～R11】 

・江端雨水ポンプ場 地震対策事業【R4～R9】 

・江端雨水ポンプ場 耐水化事業【R3～R9】 

・内水ハザードマップ策定事業【R6～R7】 
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・南島地区雨水対策施設整備事業【R5～R8】 

 

１－４ 

土砂災害等による死傷者の発生 

土砂災害対策の推進 

○土砂災害警戒区域に指定された地区について、土砂災害の危険性や避難の

重要性の周知を図るため、土砂災害ハザードマップを作成・配布する。

【市】 

○土砂災害の危険性や避難の重要性の周知を図るため、出前講座等を実施し

て市民の防災意識向上を推進する。【市・地域】 

○土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における避難確保計画の策定、避

難訓練の実施を推進する。【市・地域・民間】 

 

目標２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに被災者等の健康・

避難生活環境を確実に確保する 

２－１ 

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供

給の停止 

A 物資調達体制の強化 

○被災者に物資を確実かつ迅速に届けられるよう、計画的な備蓄を行うとと

もに、物資の要請、調達、輸送等の受援体制の整備を推進する。【市・民

間】 

○福祉避難所の機能を強化するため、災害時において必要となる福祉用具等

物資の優先的な調達について、事業所との協定を継続する。【市・民間】 

B 備蓄の推進 

○備蓄計画に基づき、必要とされる食糧・飲料水等の備蓄、避難所等に必要

な物資について検討し、計画的に購入する。【市】 

○各家庭において、食料や飲料水等最低限必要な物のほか、「自分にとって

ないと困る物」を備蓄するよう啓発する。【市・地域】 

C 災害時の広域連携の推進 

○災害時に広域的な支援を受けられるよう、関係機関、他の自治体と協定を

締結することで、災害時に物資調達がスム－ズに実施できる体制の構築を図
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る。【市】 

D 物資輸送ルートの確保 

○物資輸送ルートを確実に確保するため、緊急輸送道路を含む道路ネットワ

ークの整備を推進する。【市・国・県】（５－３、６－４掲） 

○緊急輸送道路等における重要な橋梁について、耐震補強等の地震対策を行

う。【市・国・県】（５－３、６－４掲） 

○災害時の安全かつ円滑な交通の確保のため、無電柱化を推進する。【市】

（５－３、６－４掲） 

○道路、橋梁、その他道路付属施設の老朽化に的確に対応するため、計画

的・効率的な維持管理を推進する。【市・国・県】（５－３、６－４掲） 

重要業績指標 

○災害時応援協定などの締結数（累計） 

 現状：122 件 【R1】   目標：130 件【R12】 

○都市計画道路整備率（市道養父森岡線等） 

現状：68.0％【R1】   目標：76％【R12】 

○舗装の老朽化対策率 

現状：39.4％【R1】   目標：100％【R12】 

・市道長根北崎線ほか11路線【R2～R5】 事業費：300百万 

・市道名高山線ほか6路線  【R6～R10】 事業費：200百万 

 

２－２ 

自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

A 消防力の強化 

○消防本部の各拠点施設において、想定される地震や水害等に対し、機能及

び維持管理を適切に行い、拠点施設の老朽化対策、整備を推進する。【市】 

○消防力の整備指針、消防施設整備計画等に基づき、消防車両や消防水利等

を計画的に更新・整備し、消防力の充実・強化を図る。【市】 

B 消防団機能の充実 
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○地域防災力の維持向上のために消防団員を確保し、各種災害に適切に対応

できるように訓練を実施し、団員の資質と知識・技能の向上に努め、消防団

組織の充実・強化を図る。【市】 

○災害時の活動に必要な車両・資機材等の装備を見直し、地域防災力の向上

を図る。【市】 

C 災害対応の体制強化 

○自衛隊、警察、消防等の連携による迅速な救助・救急活動等に向けた合同

訓練、情報交換を行う。【市・国・県】 

重要業績指標 

○消防拠点施設の改修、整備及び拡張数 

 現状：7箇所【R1】  目標：適切な改修、整備【R12】  

○消防団員を対象とした訓練回数 

 現状：4回【R1】   目標：5回【R12】 

 

２－３ 

想定を超える大量の帰宅困難者の発生による都市の混乱 

帰宅困難者等支援対策の推進 

○鉄道の不通により発生する帰宅困難者に対する支援策として、徒歩帰宅支

援マップを更新する。また、市、事業所、大学で構成している防災対策連絡

会を開催し、帰宅困難者の受け入れ体制を充実させる。【市・民間】 

重要業績指標 

○防災対策連絡会の開催 

現状：年2回開催【R1】   目標：年2回開催を継続実施【R12】 

 

２－４ 

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供

給の途絶による医療機能の麻痺 

災害時の医療機能の確保・充実 

○大規模自然災害時には、医師団、歯科医師会・薬剤師会とともに応急救護

活動を実施することから、平常時から防災訓練などを通じた連携を強化す

る。【市・民間】 

○知多半島SCU（広域搬送拠点臨時医療施設）の運用に伴い、大規模自然災
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害時の患者の搬送などについて、関係機関と会議を通じた連携を強化する。

【市・県】 

 

２－５ 

被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

衛生環境の確保等 

○災害時に消毒等が実施できる体制を維持する。また、感染症の発生・まん

延を防ぐため、平常時から適切な健康診断や予防接種を推進する。【市】 

○避難所等の衛生管理に必要な薬剤や備品について、備蓄や流通事業者等と

の連携により、計画的に備蓄購入するとともに、災害時においては必要数を

確保する。【市】 

○避難所での感染症予防のため、避難所に間仕切り段ボール等の備蓄をする

とともに、災害時においては必要数を確保する。【市】 

重要業績指標 

○新型コロナウイルス等感染予防に対応した避難所運営マニュアルの策定 

 現状：マニュアル策定【R2】  目標：定期的な見直し【R12】 

 

２－６ 

劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪

化・死者の発生 

A 避難所運営体制の整備 

○地域が主体的に避難所の運営管理ができるよう自主防災組織等と避難所運

営に関する訓練を実施する。【市・地域】 

○避難所担当職員が円滑な避難所開設・運営体制ができるよう、避難所開設

訓練等を継続的に実施する。【市】 

○防災士等の地域防災リーダーを養成し、地域防災力の向上を推進する。

【市・地域】 

B 要配慮者等への支援体制の整備 

28



○聴覚障がい者、視覚障がい者、知的障がい者、外国人など、避難所におい

てスムーズなコミュニケーションが困難な要配慮者との意思疎通を支援する

ため、コミュニケーション手段の整備を推進する。【市】 

C 避難所施設の機能向上 

○災害時のエネルギー供給を確保するための取組として、災害対策支部とな

る公民館等に非常電源の導入や、避難所となる小中学校体育館等に LP ガス災

害対応バルクを設置し、その燃料で稼働する電源自立型空調機（蓄電・発電

機併設型）を設置する。【市】（６－１掲） 

○避難者が安心して避難所生活ができるように、施設のバリアフリー化を実

施する。【市】 

D 避難所の機能不足等により避難者の生活に支障が出る事態の防止 

○避難生活が困難な要配慮者のための福祉避難所を開設するため、民間社会

福祉施設等との協定の締結を推進し、協定締結法人を対象に福祉避難所の運

営に係る研修を実施する。【市・民間】 

重要業績指標 

○備蓄食糧数（人口の 15％、3食 3日分） 

 現状：125,550 食【R1】   目標：135,000 食【R12】 

 

目標３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 

被災による警察機能の大幅な低下等による治安の悪化、社会の混乱 

A 災害時防犯体制の強化 

○大規模自然災害の発生後における住宅侵入盗などの街頭犯罪の多発を抑止

するため、平常時より自主防犯団体への支援を行い、地域における防犯活動

を強化する。【市・地域】 

B 警察署の誘致 

○さらなる市民の安心安全な暮らしを目指すため、大府警察署の誘致実現に

向けて、最新の調査・研究に基づく陳情・要望を粘り強く実施する。【市・

県】 

重要業績指標 
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○「子供の見守りやパトロールなどを行っている」市民の割合 

現状：17.8％【H30】   目標：30％【R12】 

 

３－２ 

市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

A 業務継続計画の見直し 

○業務の継続と早期復旧を図るために「大府市業務継続計画」を定期的に見

直し、職員間で計画を共有する。【市】 

B 公共施設の機能確保 

○災害時には、大半の公共施設が活動拠点や避難所として活用されることか

ら、想定される地震等に対して施設の整備や機能面の充実、老朽化した施設

の更新を推進する。【市】 

○災害対策の中心となる災害対策本部及び災害対策支部の非常用電源の確保

等を実施し、本部・支部機能の維持を図る。【市】 

重要業績指標 

○支部総点検の実施 

 現状：10支部【R1】   目標：10支部継続実施【R12】 

 

目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

４－１ 

防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

情報通信機能の耐災害性の強化・高度化 

○電力の供給停止等により、情報通信が麻痺・長期停止した場合でも、災害

情報を市民へ情報伝達できるよう、情報通信機能の複線化等、情報システム

や通信手段の強化、高度化を図る。【市・県】 

重要業績指標 

○防災行政無線（固定系）のデジタル化率 

現状 1.7％(60基中１基)【R1】 目標：100％【R12】 

 

４－２ 

テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 
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情報提供の手段の多様化 

○市民に警報等の災害情報が確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得て、

防災行政無線、携帯電話(緊急速報メール機能を含む)、市公式ウェブサイ

ト、SNS（緊急時用twitter）等を用いた伝達手段の多重化、多様化を推進す

る。【市・民間】 

○災害情報伝達手段のひとつとして「ちたまる安全安心メルマガ」への登録

を推進する。【市】 

○防災拠点等において、災害時にも有効に機能する無料公衆無線LANを整備

する。【市】 

重要業績指標 

○市民への情報伝達手段の多重化 

現状：4種【R1】   目標：4種継続実施【R12】 

 

４－３ 

災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、

避難行動や救助・支援が遅れる事態 

A 効果的な教育・啓発の推進 

○市民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難のタイミ

ング、避難先、浸水害や土砂災害等の危険地域を明示したハザードマップを

作成・配布することで、市民の意識向上を図る。【市】 

○災害に対する知識の習得と的確な行動がとれるよう、小中学校において防

災教育を推進する。【市】 

○防災学習センターにおいて様々な災害を疑似体験することで、家具固定や

早めの避難行動がとれるよう、市民の防災・減災の意識向上を図る。【市】 

B 市民への確実な情報伝達等 

○市公式ウェブサイト、SNS（緊急時用twitter）、ちたまる安全安心メルマ

ガ等を活用して、災害発生前から避難等について市民の意識向上を図る。ま

た、要配慮者に対しても情報が確実に伝達される措置を行う。【市・民間】 

○災害時の市公式ウェブサイトへのアクセス集中対策として、画像等の重い

ファイルを排除したテキスト主体の軽い災害時専用サイトへの切替えを実施

する。【市】 

○条例に基づいて、避難行動要支援者名簿を作成し、平常時から民生委員・

自主防災組織・警察・消防等の避難支援等関係者と名簿情報を共有すること
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で、災害時に円滑かつ迅速な避難支援や安否確認を実施する。【市・地域】 

C 専用通信における事前予防対策 

○通信機能を確保するため、通信ルートの多重化を推進する。【市】 

重要業績指標 

○防災行政無線（固定系）のデジタル化率 

現状：1.7％(60基中１基)【R1】 目標：100％【R12】 

○ぼうさいスクールの実施 

 現状：全小学校【R1】         目標：全小学校で継続実施【R12】 

 

目標５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

５－１ 

サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

A 企業防災力の強化 

○企業等に対して、従業員等を一定期間事業所内に留めておくことができる

よう、必要な物資の備蓄等や事業活動の早期回復のために、従業員とその家

族が災害から身を守れるようLCP（生活継続計画）について啓発を推進す

る。【市・民間】 

B 民間企業における事業継続に資する取組の促進 

○生産拠点の集中度が高い製品・部素材又は国民が健康な生活を営む上で重

要な製品・部素材に係る生産拠点の立地を促進することで、サプライチェー

ンの強靭化を図る。【市・民間・国・県】 

重要業績指標 

○防災対策連絡会の開催 

現状：年2回開催【R1】   目標：年2回開催を継続実施【R12】 

 

５－２ 

エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への

甚大な影響 

燃料供給ルートの確保に向けた体制整備 

○エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における

施設の耐震対策を行う。【市・民間】 

○各ライフライン機関との防災訓練や協定締結により、連携強化を図る。

【市・民間】 
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○燃料供給ルートを確実に確保するため、緊急輸送道路等の整備を推進す

る。【市・国・県】 

重要業績指標 

○小中学校施設へのLPガス災害対応バルク設置数 

現状：0校【R1】    目標：13校【R12】 

○都市計画道路整備率（市道養父森岡線等） 

現状：68.0%【R1】   目標：76％【R12】 

 

５－３ 

基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

道路等の災害対策の推進 

○緊急輸送道路等における重要な橋梁について、耐震補強等の地震対策を行

う。【市・国・県】（２－１、６－４掲） 

○物資輸送ルートを確実に確保するため、緊急輸送道路を含む道路ネットワ

ークの整備を推進する。【市・国・県】（２－１、６－４掲） 

○災害時の安全かつ円滑な交通の確保のため、無電柱化を推進する。【市】

（２－１、６－４掲） 

○道路、橋梁、その他道路付属施設の老朽化に的確に対応するため、計画

的・効率的な維持管理を推進する。【市・国・県】（２－１、６－４掲） 

重要業績指標 

○都市計画道路整備率（市道養父森岡線等） 

現状：68.0%【R1】   目標：76％【R12】 

○舗装の老朽化対策率 

現状：39.4％【R1】   目標：100％【R12】 

・市道長根北崎線ほか11路線【R2～R5】 事業費：300百万 

・市道名高山線ほか6路線  【R6～R10】 事業費：200百万 

 

５－４ 

食料等の安定供給の停滞 

A 食料等の確保 

○市民の生活を確保するため、食糧等の計画的な備蓄を行うとともに、事業

者等との協定締結により食料等を確保する。【市・民間】 

33



B 農業に係る生産基盤等の災害対応力の強化 

○農業に係る生産基盤等の災害対応力強化のため、農業水利施設の耐震化、

老朽化対策等のハード対策及び、土地改良工区と連携した施設の保全・管理

を行う。【市・地域・県】 

重要業績指標 

○農業用ため池耐震対策箇所数

現状：4箇所【R1】 目標：14 箇所【R12】 

５－５ 

異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

水の安定供給体制の確保 

○大規模自然災害時においても安定供給が可能となる給水体制を目指し、水

資源関連施設の耐震化、水源の増備、老朽施設の改修等のハード対策を行

う。【市・国・県】 

○異常渇水による生活や産業への影響を最小限にするため、関係機関が連携

して水利調整等の対策を行う。【市・国・県】 

目標６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小

限に留めるとともに、早期に復旧させる 

６－１ 

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP 

ガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

A ライフラインの災害対応力強化 

○電力の長期供給停止を発生させないため、電気設備の自然災害に対する耐

性評価等の結果に基づき、発変電所、送電線綱や電力システムの災害対応力

強化及び復旧の迅速化を図る。【民間】 

○災害に備え、耐震性に優れたガス管への取り替えを計画的に促進するとと

もに、道路管理者との間で災害情報を共有する等の連携強化を推進する。

【民間】 

○災害発生時におけるライフライン機能の維持・確保や早期復旧を図るた

め、各ライフライン機関との協力体制の構築を推進する。【市・民間】 

B 自立・分散型エネルギーの導入の促進 
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○災害時のエネルギー供給を確保するための取組として、災害対策支部とな

る公民館等に非常電源の導入や、避難所となる小中学校体育館等に LP ガス災

害対応バルクを設置し、その燃料で稼働する電源自立型空調機（蓄電・発電

機併設型）を設置する。【市】（２－６掲） 

○公共施設へのエネルギー供給等が可能な再エネ設備等を整備することによ

り、災害や感染症に対する強靭性の向上と地域の脱炭素化を同時に推進す

る。【市】 

重要業績指標 

○小中学校へのLPガス災害対応バルク設置数 

現状：0校【R1】  目標：13校【R12】 

 

６－２ 

上水道等の長期間にわたる機能停止 

A 水道施設の老朽化対策等の推進 

○水道配水管の強度が低下している老朽管を更新する。【市】 

B 水道施設の耐震化の推進 

○大府市上下水道耐震化計画（上下水道）に基づき、避難所等の重要施設に

接続する管路の耐震化を進める。【市】 

C 広域的な応援体制の確立 

○大規模自然災害時に速やかに対応するため、他都市からの給水車の受入れ

体制を整える。【市】 

D 生活用水の確保 

○飲料水兼用耐震性貯水槽の設置や、井戸水提供の家制度等により水の確保

に向けた取組を推進する。【市】 

重要業績指標 

○管路健全度 

現状：90.6％【R1】  目標：98％【R12】 

〇下水道処理区域内における避難所等の重要な施設に接続する配水管の耐震

適合率 

 現状：95.8％【R5】  目標：100％【R11】 
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６－３ 

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

A 合併処理浄化槽の整備 

○災害に強い浄化槽の設置や整備を推進する。【市・地域・民間】 

B 下水道施設の耐震化等の推進 

○災害時の下水道施設の機能停止による公衆衛生問題や破損による交通障害

の発生を防止するため、下水道施設の耐震化及び老朽化した下水道施設の維

持管理・更新を行う。【市】   

C 下水道施設の浸水対策の推進 

○河川氾濫等の災害時においても、一定の機能を確保するため、下水道施設

の浸水対策を推進する。【市】 

重要業績指標 

○水洗化率 

 現状：93.6％【R1】  目標：96％【R12】 

○重要な下水道管渠の耐震化率 

 現状：89％【R1】   目標：92％【R6】 

・汚水管地震対策事業【R4～R7】 

 

６－４ 

交通インフラの長期間にわたる機能停止 

A 基幹ネットワークの確保 

○物資輸送ルートを確実に確保するため、緊急輸送道路を含む道路ネットワ

ークの整備を推進する。【市・国・県】（２－１、５－３掲） 

○緊急輸送道路等における重要な橋梁について、耐震補強等の地震対策を行

う。【市・国・県】（２－１、５－３掲） 

○災害時の安全かつ円滑な交通の確保のため、無電柱化を推進する。【市】

（２－１、５－３掲） 

○道路、橋梁、その他道路付属施設の老朽化に的確に対応するため、計画

的・効率的な維持管理を推進する。【市・国・県】（２－１、５－３掲） 

B 幹線交通分断に伴うリスクの想定及び対策の推進 

○地震や津波、洪水、高潮等の浸水想定を踏まえ、幹線道路が分断するリス
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クを想定し対策を行う。【市・国・県】 

重要業績指標 

○都市計画道路整備率（市道養父森岡線等） 

現状：68.0%【R1】   目標：76％【R12】 

○舗装の老朽化対策率 

現状：39.4％【R1】   目標：100％【R12】 

・市道長根北崎線ほか11路線【R2～R5】 事業費：300百万 

・市道名高山線ほか 6路線 【R6～R10】 事業費：200 百万 

 

目標７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

７－１ 

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

A 火災に強いまちづくりの推進 

○避難・延焼遮断空間の確保と狭あい道路の解消のために、道路・公園等の

公共施設の整備を推進する。【市】（１－２掲） 

○倒壊や火災の危険性のある空家等に対し、適正管理及び除去等を推進す

る。【市・地域】（１－２、７－２掲） 

B 救助・救急活動能力の充実・強化 

○大規模地震災害などの過酷な災害現場での救助・救急活動能力を高めるた

め、活動に必要な救助資機材、高度救命処置資機材等を充実させるととも

に、教育訓練の充実・強化を図る。【市】 

○消防団の充実・強化を図る。【市・地域】 

○災害現場での活動に必要な知識と技術について、消防職員・消防団員の教

育訓練を充実させ、組織の充実・強化を図る。【市】    

重要業績指標 

○大府横根平子土地区画整理事業進捗率 

 現状：18.8％【R1】  目標：100％【R11】 

○大府北山特定土地区画整理事業進捗率 

 現状：2.9％【R1】  目標：100％【R10】 

○消防団員を対象とした訓練回数 

 現状：4回【R1】   目標：5回【R12】 

○駅周辺立体自転車駐車場整備箇所数 
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 現状：0箇所【R6】  目標：1箇所【R8】 

 

７－２ 

沿線・沿道の建築物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による

交通麻痺 

沿道の通行障害建築物の耐震化の促進 

○生垣設置奨励補助金等を活用し、基準に満たないブロック塀の削減に取り

組む。【市】 

○緊急輸送道路や避難路等の機能及び安全を確保するため、道路等に面する

建築物の耐震診断、耐震改修の実施や、ブロック塀・屋外看板等の耐震対

策、落下防止対策に対する所有者への指導・助言を行う。【市・地域】 

○倒壊や火災の危険性のある空家等に対し、適正管理及び除去等を推進す

る。【市・地域】（１－２、７－１掲） 

重要業績指標 

○大府市空家等対策協議会 

現状：3回【R1】  目標：3回継続実施【R12】 

 

７－３ 

排水機場等の防災施設、ため池等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出に

よる多数の死傷者の発生 

A 排水機場等の防災対策の推進 

○災害時に排水機場等の制御不能を発生させないために、計画的に修繕・建

替えを行う。【市・県】 

○日常的に排水機場やため池の機能が保持されるよう、浚渫や施設の修繕を

行う。【市・県】 

B 農業用ため池の安全性の向上 

○農業用ため池について、周辺住民の生命・財産を守るため、老朽化対策や

地震対策を行う。【市・県】 

○農業用ため池について、地震や集中豪雨などにより堤体が決壊した場合の

被害を周知するため、ハザードマップの作成・配布を実施して、周辺住民の

防災意識の向上を図る。【市・県】 
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重要業績指標 

○農業用ため池耐震対策箇所数（累計） 

現状：6箇所【R3】 目標：14 箇所【R12】 

・奥池  【R3～R5】事業費： 62 百万円【R5 完了】 

・口無池【R4～R7】事業費：174 百万円【R7 完了】 

・才田池【R6～R9】事業費：239 百万円 

・神様池【R12～（予定）】事業費：250 百万円 

・藤治池・骨田池【R9～R12（予定）】事業費：250 百万円 

 

７－４ 

有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 

有害物質流出等防止対策の推進 

○有害物質の大規模拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止す

るため、企業における化学物質の管理方法や事故発生時の対応計画策定等の

事前対策の強化に対する啓発や、大規模な出火や有害物質が流出した際の周

知体制を強化する。【市・民間】 

 

７－５ 

農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

農地や農業水利施設等の保全管理と体制整備 

○地域の主体性・協働力を活かした農地・農業水利施設等の地域資源が有す

る多面的機能を発揮するため、適切な保全管理の体制整備を維持する。

【市・地域・県】 

重要業績指標 

○多面的機能保全活動組織数 

現状：4組織【R1】   目標：4組織継続【R12】 

 

目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

８－１ 

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 
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災害廃棄物処理計画の改定及び応急マニュアルの策定 

○災害廃棄物処理計画が現状に即しているか適宜見直しを図り、災害が生じ

たときの実効性のあるマニュアルを策定する。【市】 

重要業績指標 

○大府市災害廃棄物処理計画の策定 

現状：策定済み【H27】   目標：定期的な見直し 

 

８－２ 

復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した

技術者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興でき

なくなる事態 

A 災害ボランティアの円滑な受け入れ・活動体制の構築 

○災害時、被災者の様々なニーズを手助けするボランティアを受け入れる災

害ボランティアセンターの運営を担う災害ボランティアコーディネーターの

養成を推進する。【市・民間】 

○ボランティアを受け入れる災害ボランティアセンターの体制を整備する。

【市・民間】  

B 復旧・復興を担う人材の育成 

○被災した住宅や宅地の危険度判定を的確に実施するために、被災建築物応

急危険度判定士や被災宅地危険度判定士の養成を推進するとともに、訓練等

の実施によって実施体制を整える。【市・民間・県】 

重要業績指標 

○市職員のうち被災建築物応急危険度判定士数 

 現状：57 人【R1】   目標：現状の人数を確保【R12】 

○市職員のうち被災宅地危険度判定士数 

 現状：31 人【R1】   目標：現状の人数を確保【R12】 

 

８－３ 

被災者の住居確保等の遅延による生活再建の遅れ 

A 応急仮設住宅・復興住宅の迅速な確保 

40



○応急仮設住宅を迅速に提供できるよう、あらかじめ住宅建設に適する建設

用地の選定・確保に関する取組を推進する。【市・県】 

○被災者が早期に住居を確保することができるよう、県や民間企業との連携

により、公営住宅や民間賃貸住宅等の情報を迅速に把握し、既存ストックの

活用を図ることができる体制整備を推進する。【市・民間・県】 

B 自宅住居での生活再建の促進 

○自宅住居での生活再建を促進するために、被災住宅の応急修理を的確かつ

迅速にできる体制の構築を推進する。【市・民間・県】 

C 罹災証明書の発行体制の整備 

○罹災証明書発行業務の迅速性と的確性の確保に向け、従事者を対象とする

住家の被害認定研修への参加をさらに促進する。【市】 

重要業績指標 

○応急仮設住宅建設候補地数 

 現状：6箇所（381 戸）【R1】  目標：8箇所（461 戸）【R12】 

 

８－４ 

貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・

無形の文化の衰退・損失 

地域コミュニティ力の強化に向けた支援 

○大規模自然災害時において自主防災組織の対応力を向上させるため、出前

講座や防災訓練等を実施し、地域の防災力向上を推進する。【市・地域】 

○災害からの復旧・復興を円滑に進めるため、自治区等における活動を通じ

た地域コミュニティの醸成を支援する。【市・地域】 

重要業績指標 

○「自治会、自治区、コミュニティ、ＮＰＯ、ボランティアなどの地域活動

を行っている」市民の割合 

 現状：24.7％【H30】   目標：30％【R12】 

 

８－５ 
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事業用地の確保、仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事

態 

A 建設業の担い手確保等 

○復興に向けた仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備を担う建設業において

は、将来的に担い手不足が懸念されるところであり、担い手確保・育成の観

点から就労環境の改善等を図る。【市・民間】 

B 所有者不明土地への対策 

○所有者の全部又は一部が不明な土地について、一定の条件の下で収用手続

を合理化する特例制度や、一定期間の利用権を設定し、公共的事業のために

活用できることとする新制度、所有者の探索を合理化する仕組みの普及を図

り、復旧・復興のための用地確保の円滑化に資するようにする。【市】  

C 地籍整備の推進 

○災害後の円滑な復旧、復興を進めるためには、土地境界等を明確にしてお

くことが重要であるため、地籍整備を推進する。【市・民間・県】 

８－６ 

風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

風評被害を防止する的確な情報発信のための体制強化 

○災害時において、風評被害等に対応するため、的確な情報発信のための体

制強化を推進する。【市】 
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（２）施策分野ごとの施策の推進方針

14 の施策分野（10 の個別施策分野／４の横断的分野）ごとの推進方針 (施

策の策定に係る基本的な指針、長期的な施策)を以下に示します。これら 14 の

推進方針は、８つの「事前に備えるべき目標」に照らして必要な対応を施策の

分野ごとに分類してまとめたものですが、それぞれの分野間には相互依存関係

があります。このため、各分野における施策の推進にあたっては、主管する部

署等を明確にした上で関係する各主体において推進体制を構築してデ－タや

工程管理を共有するなど、施策の実効性・効率性が確保できるよう十分に配慮

します。 

（ア）個別施策分野

① 行政機能／警察・消防等／防災教育等

【行政機能】 

（公共施設の機能確保） 

◯災害時には、大半の公共施設が活動拠点や避難所として活用されることか

ら、想定される地震等に対して施設の整備や機能面の充実、老朽化した施設の

更新を推進する。 

◯保育施設、高齢者施設、学校施設等の安全性の向上を図るために、施設の耐

震化・老朽化対策を推進する。 

◯災害対策の中心となる災害対策本部及び災害対策支部の非常用電源の確保

等を実施し、本部・支部機能の維持を図る。 

（業務継続計画の見直し） 

◯業務の継続と早期復旧を図るために「大府市業務継続計画」を定期的に見直

し、職員間で計画を共有する。 

（災害時の広域連携の推進） 

◯災害時に広域的な支援を受けられるよう、関係機関、他の自治体と協定を締

結することで、災害時に物資調達がスム－ズに実施できる体制の構築を図る。 

 【警察・消防等】 

（災害時防犯体制の強化） 

◯大規模自然災害の発生後における住宅侵入盗などの街頭犯罪の多発を抑止

するため、平常時より自主防犯団体への支援を行い、地域における防犯活動を

強化する。   
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◯さらなる市民の安心安全な暮らしを目指すため、大府警察署の誘致実現に

向けて、最新の調査・研究に基づく陳情・要望を粘り強く実施する。 

（救助・救援等に係る体制強化） 

◯自衛隊、警察、消防等の連携による迅速な救助・救急活動等に向けた合同訓

練、情報交換を行う。 

◯地域防災力の維持向上のために消防団員を確保し、各種災害に適切に対応

できるように訓練を実施し、団員の資質と知識・技能の向上に努め、消防団組

織の充実・強化を図る。  

（災害対応の装備資機材等の充実） 

◯消防本部の各拠点施設において、想定される地震や水害等に対し、機能及び

維持管理を適切に行い、拠点施設の老朽化対策、整備を推進する。 

◯消防力の整備指針、消防施設整備計画等に基づき、消防車両や消防水利等を

計画的に更新・整備し、消防力の充実・強化を図る。 

◯災害時の活動に必要な車両・資機材等の装備を見直し、地域防災力の向上を

図る。 

◯大規模地震災害などの過酷な災害現場での救助・救急活動能力を高めるた

め、活動に必要な救助資機材、高度救命処置資機材等を充実させるとともに、

教育訓練の充実・強化を図る。 

 【防災教育等】 

（効果的な教育・啓発の実施） 

◯各家庭において、食料や飲料水等最低限必要な物のほか、「自分にとってな

いと困る物」を備蓄するよう啓発する。 

◯地域が主体的に避難所の運営管理ができるよう自主防災組織等と避難所運

営に関する訓練を実施する。 

◯避難所担当職員が円滑な避難所開設・運営体制ができるよう、避難所開設訓

練等を継続的に実施する。 

◯防災士等の地域防災リーダーを養成し、地域防災力の向上を推進する。

◯市民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難のタイミ

ング、避難先、浸水害や土砂災害等の危険地域を明示したハザードマップを

作成・配布することで、市民の意識向上を図る。 

◯災害に対する知識の習得と的確な行動がとれるよう、小中学校において防

災教育を推進する。 
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◯防災学習センターにおいて様々な災害を疑似体験することで、家具固定や

早めの避難行動がとれるよう、市民の防災・減災の意識向上を図る。 

（地域コミュニティ力の強化に向けた支援） 

◯大規模自然災害時において自主防災組織の対応力を向上させるため、出前

講座や防災訓練等を実施し、地域の防災力向上を推進する。 

◯災害からの復旧・復興を円滑に進めるため、自治区等における活動を通じ

た地域コミュニティの醸成を支援する。 

② 住宅・都市

（住宅・建築物等の耐震化の促進） 

◯住宅・建築物の耐震化促進のため、耐震化の必要性の啓発、無料耐震診断や

耐震改修、シェルター設置、ブロック塀除却等の補助等による施策を推進す

る。 

◯不特定多数の者が利用する建築物や、防災上重要な建築物の耐震化向上を

図るために、耐震化の必要性を啓発する。 

（大規模盛土造成地対策の促進） 

◯滑動崩落のおそれがあると判断された大規模盛土造成地の宅地耐震対策を

促進する。 

（火災に強いまちづくりの推進） 

◯避難・延焼遮断空間の確保と狭あい道路の解消のために、道路・公園等の公

共施設の整備を推進する。 

◯倒壊や火災の危険性のある空家等に対し、適正管理及び除去等を推進する。 

◯公園は、地震時や大規模火災時の避難場所として活用されることから、老朽

化した施設の更新を推進する。 

◯建物の防火・耐火性能を保持するため、定期的な施設及び設備の安全点検を

実施する。 

（沿道の通行障害建築物の耐震化の促進） 

◯生垣設置奨励補助金等を活用し、基準に満たないブロック塀の削減に取り

組む。 

◯緊急輸送道路や避難路等の機能及び安全を確保するため、道路等に面する

建築物の耐震診断、耐震改修の実施や、ブロック塀・屋外看板等の耐震対策、
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落下防止対策に対する所有者への指導・助言を行う。  

（応急仮設住宅・復興住宅の迅速な確保に向けた取組） 

◯応急仮設住宅を迅速に提供できるよう、あらかじめ住宅建設に適する建設

用地の選定・確保に関する取組を推進する。 

◯被災者が早期に住居を確保することができるよう、県や民間企業との連携

により、公営住宅や民間賃貸住宅等の情報を迅速に把握し、既存ストックの活

用を図ることができる体制整備を推進する。  

（自宅住居での生活再建の促進） 

◯自宅住居での生活再建を促進するために、被災住宅の応急修理を的確かつ

迅速にできる体制の構築を推進する。 

（復旧・復興を担う人材の育成） 

◯被災した住宅や宅地の危険度判定を的確に実施するために、被災建築物応

急危険度判定士や被災宅地危険度判定士の養成を推進するとともに、訓練等

の実施によって実施体制を整える。  

◯罹災証明書発行業務の迅速性と的確性の確保に向け、従事者を対象とする

住家の被害認定研修への参加をさらに促進する。 

（浸水・土砂災害対策の推進） 

◯雨水貯留浸透施設設置の支援を推進する。

◯市街地における雨水排除を図るため、下水道施設の新設・改築又は適切な維

持管理を行う。 

◯浸水想定区域図が公表された場合、早期に洪水ハザードマップを作成し、市

民への周知・啓発をする。 

◯浸水想定区域内、土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における避難確

保計画の策定、避難訓練の実施を推進する。 

◯災害時に排水機場等の制御不能を発生させないために、計画的に修繕・建替

えを行う。 

◯日常的に排水機場やため池の機能が保持されるよう、浚渫や施設の修繕を

行う。 

◯土砂災害警戒区域に指定された地区について、土砂災害の危険性や避難の

重要性の周知を図るため、土砂災害ハザードマップを作成・配布する。 

◯河川氾濫等の災害時においても、一定の機能を確保するため、下水道施設の

浸水対策を推進する。 
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（災害時の水の確保） 

◯大規模自然災害時においても安定供給が可能となる給水体制を目指し、水

資源関連施設の耐震化、水源の増備、老朽施設の改修等のハード対策を行う。 

◯水道配水管の強度が低下している老朽管を更新する。

◯大規模自然災害時に速やかに対応するため、他都市からの給水車の受入れ

体制を整える。 

◯飲料水兼用耐震性貯水槽の設置や、井戸水提供の家制度等により水の確保

に向けた取組を推進する。 

（汚水処理施設等の災害対応の強化） 

◯災害に強い浄化槽の設置や整備を推進する。

◯災害時の下水道施設の機能停止による公衆衛生問題や破損による交通障害

の発生を防止するため、下水道施設の耐震化及び老朽化した下水道施設の維

持管理・更新を行う。 

◯河川氾濫等の災害時においても、一定の機能を確保するため、下水道施設の

浸水対策を推進する。 

③ 保健医療・福祉

（災害時の医療機能の確保・充実） 

◯大規模自然災害時には、医師団、歯科医師会・薬剤師会とともに応急救護活

動を実施することから、平常時から防災訓練などを通じた連携を強化する。 

◯知多半島 SCU（広域搬送拠点臨時医療施設）の運用に伴い、大規模自然災害

時の患者の搬送などについて、関係機関と会議を通じた連携を強化する。 

（衛生環境の確保等） 

◯災害時に消毒等が実施できる体制を維持する。また、感染症の発生・まん延

を防ぐため、平常時から適切な健康診断や予防接種を推進する。 

◯避難所等の衛生管理に必要な薬剤や備品について、備蓄や流通事業者等と

の連携により、計画的に備蓄購入するとともに、災害時においては必要数を確

保する。 

◯避難所での感染症予防のため、避難所に間仕切り段ボール等の備蓄をする

とともに、災害時においては必要数を確保する。 

（要配慮者等への支援体制の整備） 

◯福祉避難所の機能を強化するため、災害時において必要となる福祉用具等
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物資の優先的な調達について、事業所との協定を継続する。 

◯聴覚障がい者、視覚障がい者、知的障がい者、外国人など、避難所において

スムーズなコミュニケーションが困難な要配慮者との意思疎通を支援するた

め、コミュニケーション手段の整備を推進する。 

◯避難生活が困難な要配慮者のための福祉避難所を開設するため、民間社会

福祉施設等との協定の締結を推進し、協定締結法人を対象に福祉避難所の運

営に係る研修を実施する。 

◯避難者が安心して避難所生活ができるように、施設のバリアフリー化を実

施する。 

◯条例に基づいて、避難行動要支援者名簿を作成し、平常時から民生委員・自

主防災組織・警察・消防等の避難支援等関係者と名簿情報を共有することで、

災害時に円滑かつ迅速な避難支援や安否確認を実施する。 

（災害ボランティアの円滑な受け入れ・活動体制の構築） 

◯災害時、被災者の様々なニーズを手助けするボランティアを受け入れる災

害ボランティアセンターの運営を担う災害ボランティアコーディネーターの

養成を推進する。 

◯ボランティアを受け入れる災害ボランティアセンターの体制を整備する。

④ エネルギー

（自立・分散型エネルギー導入の促進） 

◯災害時のエネルギー供給を確保するための取組として、災害対策支部とな

る公民館等に非常電源の導入や、避難所となる小中学校体育館等に LP ガス災

害対応バルクを設置し、その燃料で稼働する電源自立型空調機（蓄電・発電機

併設型）を設置する。 

◯公共施設へのエネルギー供給等が可能な再エネ設備等を整備することによ

り、災害や感染症に対する強靭性の向上と地域の脱炭素化を同時に推進する。 

（燃料供給ル－トの確保に向けた体制整備） 

◯エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における

施設の耐震対策を行う。 

◯各ライフライン機関との防災訓練や協定締結により、連携強化を図る。

◯燃料供給ル－トを確実に確保するため、緊急輸送道路等の整備を推進する。 

（ライフラインの災害対応力強化）
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◯電力の長期供給停止を発生させないため、電気設備の自然災害に対する耐

性評価等の結果に基づき、発変電所、送電線綱や電力システムの災害対応力強

化及び復旧の迅速化を図る。  

◯災害に備え、耐震性に優れたガス管への取り替えを計画的に促進するとと

もに、道路管理者との間で災害情報を共有する等の連携強化を推進する。 

◯災害発生時におけるライフライン機能の維持・確保や早期復旧を図るため、

各ライフライン機関との協力体制の構築を推進する。 

⑤ 情報通信

（情報通信機能の耐災害性の強化・高度化） 

◯電力の供給停止等により、情報通信が麻痺・長期停止した場合でも、災害情

報を市民へ情報伝達できるよう、情報通信機能の複線化等、情報システムや通

信手段の強化、高度化を図る。  

（情報提供の手段の多様化） 

◯市民に警報等の災害情報が確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得て、防

災行政無線、携帯電話(緊急速報メール機能を含む)、市公式ウェブサイト、SNS

（緊急時用 twitter）等を用いた伝達手段の多重化、多様化を推進する。 

◯災害情報伝達手段のひとつとして「ちたまる安全安心メルマガ」への登録を

推進する。 

◯通信機能を確保するため、通信ルートの多重化を推進する。

◯防災拠点等において、災害時にも有効に機能する無料公衆無線LANを整備す

る。 

（風評被害を防止する的確な情報発信のための体制強化） 

◯災害時において、風評被害等に対応するため、的確な情報発信のための体制

強化を推進する。 

⑥ 産業構造

（企業防災力の強化） 

◯企業等に対して、従業員等を一定期間事業所内に留めておくことができる

よう、必要な物資の備蓄等や事業活動の早期回復のために、従業員とその家族

が災害から身を守れるよう LCP（生活継続計画）について啓発を推進する。 
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（民間企業における事業継続に資する取組の促進） 

◯生産拠点の集中度が高い製品・部素材又は国民が健康な生活を営む上で重

要な製品・部素材に係る生産拠点の立地を促進することで、サプライチェーン

の強靭化を図る。 

（建設業の担い手確保等） 

◯復興に向けた仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備を担う建設業において

は、将来的に担い手不足が懸念されるところであり、担い手確保・育成の観点

から就労環境の改善等を図る。 

⑦ 交通・物流

（物資輸送ル－トの確保） 

◯物資輸送ルートを確実に確保するため、緊急輸送道路を含む道路ネットワ

ークの整備を推進する。 

◯緊急輸送道路等における重要な橋梁について、耐震補強等の地震対策を行

う。 

◯災害時の安全かつ円滑な交通の確保のため、無電柱化を推進する。

◯道路、橋梁、その他道路付属施設の老朽化に的確に対応するため、計画的・

効率的な維持管理を推進する。 

◯地震や津波、洪水、高潮等の浸水想定を踏まえ、幹線道路が分断するリスク

を想定し対策を行う。 

（帰宅困難者等支援対策の推進） 

◯鉄道の不通により発生する帰宅困難者に対する支援策として、徒歩帰宅支

援マップを更新する。また、市、事業所、大学で構成している防災対策連絡会

を開催し、帰宅困難者の受け入れ体制を充実させる。 

（食料等の確保） 

◯市民の生活を確保するため、食糧等の計画的な備蓄を行うとともに、事業者

等との協定締結により食料等を確保する。 

（物資調達体制の強化） 

◯被災者に物資を確実かつ迅速に届けられるよう、計画的な備蓄を行うとと

もに、物資の要請、調達、輸送等の受援体制の整備を推進する。 
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⑧ 農業

（農業に係る生産基盤等の災害対応力の強化） 

◯農業に係る生産基盤等の災害対応力強化のため、農業水利施設の耐震化、老

朽化対策等のハード対策及び、土地改良工区と連携した施設の保全・管理を行

う。  

◯異常渇水による生活や産業への影響を最小限にするため、関係機関が連携

して水利調整等の対策を行う。 

（農業用ため池の安全性の向上） 

◯農業用ため池について、地震や集中豪雨などにより堤体が決壊した場合の

被害を周知するため、ハザードマップの作成・配布を実施して、周辺住民の防

災意識の向上を図る。  

（農地や農業水利施設等の保全管理と体制整備） 

◯地域の主体性・協働力を活かした農地・農業水利施設等の地域資源が有する

多面的機能を発揮するため、適切な保全管理の体制整備を維持する。 

⑨ 環境

（災害廃棄物処理計画の改定及び応急マニュアルの策定） 

◯災害廃棄物処理計画が現状に即しているか適宜見直しを図り、災害が生じ

たときの実効性のあるマニュアルを策定する。 

（有害物質流出等防止対策の推進） 

◯有害物質の大規模拡散・流出等による健康被害や環境への悪影響を防止す

るため、企業における化学物質の管理方法や事故発生時の対応計画策定等の

事前対策の強化に対する啓発や、大規模な出火や有害物質が流出した際の周

知体制を強化する。 

⑩ 土地利用

（所有者不明土地への対策） 

◯所有者の全部又は一部が不明な土地について、一定の条件の下で収用手続

を合理化する特例制度や、一定期間の利用権を設定し、公共的事業のために活

用できることとする新制度、所有者の探索を合理化する仕組みの普及を図り、

復旧・復興のための用地確保の円滑化に資するようにする。 
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（イ）横断的分野

① リスクコミュニケ－ション

（地域の災害対応力の向上） 

◯各家庭において、食料や飲料水等最低限必要な物のほか、「自分にとってな

いと困る物」を備蓄するよう啓発する。 

◯大規模自然災害の発生後における住宅侵入盗などの街頭犯罪の多発を抑止

するため、平常時より自主防犯団体への支援を行い、地域における防犯活動を

強化する。  

◯大規模自然災害時において自主防災組織の対応力を向上させるため、出前

講座や防災訓練等を実施し、地域の防災力向上を推進する。 

（企業防災力の強化） 

◯企業等に対して、従業員等を一定期間事業所内に留めておくことができる

よう、必要な物資の備蓄等や事業活動の早期回復のために、従業員とその家族

が災害から身を守れるよう LCP（生活継続計画）について啓発を推進する。 

（民間企業における事業継続に資する取組の促進） 

◯生産拠点の集中度が高い製品・部素材又は国民が健康な生活を営む上で重

要な製品・部素材に係る生産拠点の立地を促進することで、サプライチェーン

の強靭化を図る。 

（要配慮者等への支援体制の整備） 

◯聴覚障がい者、視覚障がい者、知的障がい者、外国人など、避難所において

スムーズなコミュニケーションが困難な要配慮者との意思疎通を支援するた

め、コミュニケーション手段の整備を推進する。 

◯条例に基づいて、避難行動要支援者名簿を作成し、平常時から民生委員・自

主防災組織・警察・消防等の避難支援等関係者と名簿情報を共有することで、

災害時に円滑かつ迅速な避難支援や安否確認を実施する。 

（効果的な教育・啓発の推進） 

◯市民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難のタイミ

ング、避難先、浸水害や土砂災害等の危険地域を明示したハザードマップを作

成・配布することで、市民の意識向上を図る。 

◯災害に対する知識の習得と的確な行動がとれるよう、小中学校において防

災教育を推進する。 

◯防災学習センターにおいて様々な災害を疑似体験することで、家具固定や
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早めの避難行動がとれるよう、市民の防災・減災の意識向上を図る。 

（的確な情報発信のための体制強化） 

◯市公式ウェブサイト、SNS（緊急時用 twitter）、ちたまる安全安心メルマガ

等を活用して、災害発生前から避難等について市民の意識向上を図る。また、

要配慮者に対しても情報が確実に伝達される措置を行う。 

◯災害時において、風評被害等に対応するため、的確な情報発信のための体制

強化を推進する。 

（災害ボランティア活動体制の構築） 

◯ボランティアを受け入れる災害ボランティアセンターの体制を整備する。

（ハザードマップの作成・周知・啓発）

◯市民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難のタイミ

ング、避難先、浸水害や土砂災害等の危険地域を明示したハザードマップを作

成・配布することで、市民の意識向上を図る。 

② 人材育成

（避難所運営体制の整備） 

◯地域が主体的に避難所の運営管理ができるよう自主防災組織等と避難所運

営に関する訓練を実施する。 

◯避難所担当職員が円滑な避難所開設・運営体制ができるよう、避難所開設訓

練等を継続的に実施する。 

（業務継続計画の見直し） 

◯業務の継続と早期復旧を図るために「大府市業務継続計画」を定期的に見直

し、職員間で計画を共有する。 

（災害ボランティアの円滑な受け入れ・活動体制の構築） 

◯災害時、被災者の様々なニーズを手助けするボランティアを受け入れる災

害ボランティアセンターの運営を担う災害ボランティアコーディネーターの

養成を推進する。 

（復旧・復興を担う人材の育成） 

◯被災した住宅や宅地の危険度判定を的確に実施するために、被災建築物応
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急危険度判定士や被災宅地危険度判定士の養成を推進するとともに、訓練等

の実施によって実施体制を整える。 

◯罹災証明書発行業務の迅速性と的確性の確保に向け、従事者を対象とする

住家の被害認定研修への参加をさらに促進する。 

 

（建設業の担い手確保等） 

◯復興に向けた仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備を担う建設業において

は、将来的に担い手不足が懸念されるところであり、担い手確保・育成の観点

から就労環境の改善等を図る。 

 

 

 

③ 産学官民・広域連携 

（企業防災力の強化） 

◯企業等に対して、従業員等を一定期間事業所内に留めておくことができる

よう、必要な物資の備蓄等や事業活動の早期回復のために、従業員とその家族

が災害から身を守れるよう LCP（生活継続計画）について啓発を推進する。 

 

（民間企業における事業継続に資する取組の促進） 

◯生産拠点の集中度が高い製品・部素材又は国民が健康な生活を営む上で重

要な製品・部素材に係る生産拠点の立地を促進することで、サプライチェーン

の強靭化を図る。 

 

（物資調達体制の強化） 

◯被災者に物資を確実かつ迅速に届けられるよう、計画的な備蓄を行うとと

もに、物資の要請、調達、輸送等の受援体制の整備を推進する。 

 

（災害時の広域連携の推進） 

◯災害時に広域的な支援を受けられるよう、関係機関、他の自治体と協定を締

結することで、災害時に物資調達がスム－ズに実施できる体制の構築を図る。 

 

 

④ 老朽化対策 

（公共施設等の老朽化対策の推進） 

◯保育施設、高齢者施設、学校施設等の安全性の向上を図るために、施設の耐

震化・老朽化対策を推進する。 
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◯公園は、地震時や大規模火災時の避難場所として活用されることから、老朽

化した施設の更新を推進する。 

◯市街地における雨水排除を図るため、下水道施設の新設・改築又は適切な維

持管理を行う。 

◯消防本部の各拠点施設において、想定される地震や水害等に対し、機能及び

維持管理を適切に行い、拠点施設の老朽化対策、整備を推進する。 

◯消防力の整備指針、消防施設整備計画等に基づき、消防車両や消防水利等を

計画的に更新・整備し、消防力の充実・強化を図る。 

（農業に係る生産基盤等の災害対応力の強化） 

◯農業に係る生産基盤等の災害対応力強化のため、農業水利施設の耐震化、老

朽化対策等のハード対策及び、土地改良工区と連携した施設の保全・管理を行

う。 

（物資輸送ルートの確保） 

◯物資輸送ルートを確実に確保するため、緊急輸送道路を含む道路ネットワ

ークの整備を推進する。 

◯緊急輸送道路等における重要な橋梁について、耐震補強等の地震対策を行

う。 

◯道路、橋梁、その他道路付属施設の老朽化に的確に対応するため、計画的・

効率的な維持管理を推進する。 

（インフラ老朽化対策の推進）

◯水道配水管の強度が低下している老朽管を更新する。

◯災害時の下水道施設の機能停止による公衆衛生問題や破損による交通障害

の発生を防止するため、下水道施設の耐震化及び老朽化した下水道施設の維

持管理・更新を行う。 

◯災害時に排水機場等の制御不能を発生させないために、計画的に修繕・建替

えを行う。 

◯エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における

施設の耐震対策を行う。 

◯災害に備え、耐震性に優れたガス管への取り替えを計画的に促進するとと

もに、道路管理者との間で災害情報を共有する等の連携強化を推進する。 

◯大規模自然災害時においても安定供給が可能となる給水体制を目指し、水

資源関連施設の耐震化、水源の増備、老朽施設の改修等のハード対策を行う。 

◯日常的に排水機場やため池の機能が保持されるよう、浚渫や施設の修繕を
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行う。 

◯農業用ため池について、周辺住民の生命・財産を守るため、老朽化対策や地

震対策を行う。 
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個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等

②
住
宅
・
都
市

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流

⑧
農
業

⑨
環
境

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等

④
老
朽
化
対
策

市 地
域

民
間

国
・
県

1－1 

A 

住宅・建築

物等の耐震

化 

● ● ● ● 

1－1 

B 

公共施設の

耐震化・老

朽化対策の

推進 

● ● ● 

1－1 

C 

不特定多数

の者が利用

する建築物

の耐震化の

促進 

● ● 

1－1 

D 

大規模盛土

造成地対策

の促進 

● ● ● ● 

1－2 

A 

不特定多数

の者が利用

する建築物

等の防火・

耐火対策 

● ● ● 

1－2 

B 

火災に強い

まちづくり

の推進 

● ● ● ● 

1－3 

A 

ハザードマ

ップの作

成・周知・

啓発 

● ● ● ● ● 

（３）リスクシナリオごとの施策の推進方針と施策分野ごとの施策の推進方針の関連性
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個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等

②
住
宅
・
都
市

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流

⑧
農
業

⑨
環
境

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等

④
老
朽
化
対
策

①
市

②
地
域

③
民
間

④
国
・
県

1－3 

B 

雨水対策の

推進 

● ● ● ● 

1－4 土砂災害対

策の推進 

● ● ● ● ● 

2－1 

A 

物資調達体

制の強化 

● ● ● ● ● 

2－1 

B 

備蓄の推進 ● ● ● ● 

2－1 

C 

災害時の広

域連携の推

進 

● ● ● 

2－1 

D 

物資輸送ル

ートの確保 

● ● ● ● 

2－2 

A 

消防力の強

化 

● ● ● 

2－2 

B 

消防団機能

の充実 

● ● 

2－2 

C 

災害対応の

体制強化 

● ● ● 

2－3 帰宅困難者

等支援対策

の推進 

● ● ● 
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個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等

②
住
宅
・
都
市

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流

⑧
農
業

⑨
環
境

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等

④
老
朽
化
対
策

①
市

②
地
域

③
民
間

④
国
・
県

2－4 災害時の医

療機能の確

保・充実 

● ● ● ● 

2－5 衛生環境の

確保等 

● ● 

2－6 

A 

避難所運営

体制の整備 

● ● ● ● 

2－6 

B 

要配慮者等

への支援体

制の整備 

● ● ● 

2－6 

C 

避難所施設

の機能向上 

● ● ● 

2－6 

D 

避難所の機

能不足等に

より避難者

の生活に支

障が出る事

態の防止 

● ● ● 

3－1 

A 

災害時防犯

体制の強化 

● ● ● ● 

3－1 

B 

警察署の誘

致 

● ● ● 

3－2 

A 

業務継続計

画の見直し 

● ● ● 
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個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等

②
住
宅
・
都
市

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流

⑧
農
業

⑨
環
境

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等

④
老
朽
化
対
策

①
市

②
地
域

③
民
間

④
国
・
県

3－2 

B 

公共施設の

機能確保 

● ● 

4－1 情報通信機

能の耐災害

性の強化・

高度化 

● ● ● 

4－2 情報提供の

手段の多様

化 

● ● ● 

4－3 

A 

効果的な教

育・啓発の

推進 

● ● ● 

4－3 

B 

市民への確

実な情報伝

達等 

● ● ● ● ● ● 

4－3 

C 

専用通信に

おける事前

予防対策 

● ● 

5－1 

A 

企業防災力

の強化 

● ● ● ● ● 

5－1 

B 

民間企業に

おける事業

継続に資す

る取組の促

進 

● ● ● ● ● ● 

5－2 燃料供給ル

ートの確保

に向けた体

制整備 

● ● ● ● ● 

5－3 道路等の災

害対策の推

進 

● ● ● ● 
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個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等

②
住
宅
・
都
市

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流

⑧
農
業

⑨
環
境

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等

④
老
朽
化
対
策

①
市

②
地
域

③
民
間

④
国
・
県

5－4 

A 

食料等の確

保 

● ● ● 

5－4 

B 

農業に係る

生産基盤等

の災害対応

力の強化 

● ● ● ● ● 

5－5 水の安定供

給体制の確

保 

● ● ● ● ● 

6－1 

A 

ライフライ

ンの災害対

応力強化 

● ● ● ● 

6－1 

B 

自立・分散

型エネルギ

ーの導入の

促進 

● ● 

6－2 

A 

水道施設の

老朽化対策

等の推進 

● ● ● 

6－2 

B 

広域的な応

援体制の確

立 

● ● 

6－2 

C 

生活用水の

確保 

● ● 
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個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等

②
住
宅
・
都
市

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流

⑧
農
業

⑨
環
境

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等

④
老
朽
化
対
策

①
市

②
地
域

③
民
間

④
国
・
県

6－3 

A 

合併処理浄

化槽の整備 

● ● ● ● 

6－3 

B 

下水道施設

の耐震化等

の推進 

● ● ● 

6－3 

C 

下水道施設

の浸水対策

の推進 

● ● 

6－4 

A 

基幹ネット

ワークの確

保 

● ● ● ● 

6－4 

B 

幹線交通分

断に伴うリ

スクの想定

及び対策の

推進 

● ● ● 

7－1 

A 

火災に強い

まちづくり

の推進 

● ● ● 

7－1 

B 

救助・救急

活動能力の

充実・強化 

● ● ● 

7－2 沿道の通行

障害建築物

の耐震化の

促進 

● ● ● 
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 個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等 

②
住
宅
・
都
市 

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□ 

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流 

⑧
農
業 

⑨
環
境 

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン 

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等 

④
老
朽
化
対
策 

①
市 

②
地
域 

③
民
間 

④
国
・
県 

7－3 

A  

排水機場等

の防災対策

の推進 

 ●            ● ●   ● 

7－3 

B 

農業用ため

池の安全性

の向上 

       ●      ● ●   ● 

7－4 有害物質流

出等防止対

策の推進 

        ●      ●  ●  

 7－5 農地や農業

水利施設等

の保全管理

と体制整備 

 

       ●       ● ●  ● 

8－1 災害廃棄物

処理計画の

改定及び応

急マニュア

ルの策定 

        ●      ●    

8－2 

A  

災害ボラン

ティアの円

滑な受け入

れ・活動体

制の構築 

 

 

  ●        ● ●   ●  ●  

8－2 

B 

復旧・復興

を担う人材

の育成 

 

 

 

 ●          ●   ●  ● ● 
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個別施策分野 横断的分野 取組主体 

リスクシナリオご

との施策の推進方

針 

①
行
政
機
能
等

②
住
宅
・
都
市

③
保
健
医
療
・
福
祉 

④
エ
ネ
ル
ギ
□

⑤
情
報
通
信 

⑥
産
業
構
造 

⑦
交
通
・
物
流

⑧
農
業

⑨
環
境

⑩
土
地
利
用 

①
リ
ス
ク
コ
ミ
□
ニ
ケ
□
シ
□
ン

②
人
材
育
成 

③
産
学
官
民
等

④
老
朽
化
対
策

①
市

②
地
域

③
民
間

④
国
・
県

8－3 

A 

応急仮設住

宅・復興住

宅の迅速な

確保 

● ● ● ● 

8－3 

B 

自宅住居で

の生活再建

の促進 

● ● ● ● 

8－3 

C 

罹災証明書

の発行体制

の整備 

● ● ● 

8－4 地域コミュ

ニティ力の

強化に向け

た支援 

● ● ● ● 

8－5 

A 

建設業の担

い手確保等 

● ● ● ● 

8－5 

B 

所有者不明

土地への対

策 

● ● 

8－6 風評被害を

防止する的

確な情報発

信のための

体制強化 

● ● ● 
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第５章 計画推進の方策 

強靱化を着実に推進するため、PDCAサイクルを通じて、本計画の不断の点検・

改善を行います。 

１ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたっては、市長を会長とする大府市防災会議を中心とし

た全部局横断的な体制の下、取組を推進します。 

また、国、県等の行政機関、市民、民間事業者等の関係者が連携・協力をし

て、強靱化の取組を推進します。 

２ 計画の進捗管理 

本計画で位置付けた施策の推進方針に対して、市は進捗状況を毎年度可能

な限り定量化して把握し、フォローアップを確実に進めます。 

なお、重要業績指標の進捗状況については、アクションプランとしてまとめ、

毎年度終了ごとに確認することとします。併せて、指標に基づく目標の達成状

況の把握、検証を行うことで、継続的改善を図ります。 

３ 計画の見直し 

 本計画は強靱化の方針や方向性を示すものであり、施策の進捗状況や社会

経済情勢の変化等を踏まえ、概ね５年ごとに計画全体を見直すこととします。

ただし、毎年度の進捗管理を行う中で、新たに実施すべき事業が発生した場合

等は、適宜必要な見直しを行います。 
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